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１　総論
	［Ｑ1-1］マイナンバー(個人番号)はいつどのように通知され、いつから使うのですか。

	［Ａ1-1］個人番号は、平成27年10月の第１月曜日である５日時点で住民票に記載されている住民に指定される12桁の番号で、それ以降、市区町村から住民票の住所に簡易書留で郵送されます。個人番号の利用については、平成28年1月以降、社会保障、税、災害対策の分野で行政機関などに提出する書類に個人番号を記載することが必要になります。なお、原則として、一度指定された個人番号は生涯変わりません。


	


	［Ｑ1-2］個人番号とはどのようなものですか。

	［Ａ1-2］国の行政機関や地方公共団体などにおいて、個人番号は、社会保障、税、災害対策の分野で利用されることとなります。
このため、国民は、年金・雇用保険の手続、年末調整等の税の手続などで、申請書等に個人番号の記載を求められることとなります。また、税や社会保険の手続きにおいては、事業主や証券会社、保険会社などが個人に代わって手続きを行うこととされている場合もあります。このため、勤務先や証券会社、保険会社などの金融機関にも個人番号の提出を求められる場合があります。
なお、行政機関等がどのような場面で個人番号を利用するかについては、法律や条例で定められており、それ以外に利用することは禁止されています。


	


	［Ｑ1-3］法人番号とはどのようなものですか。

	［Ａ1-3］法人番号は、地方公共団体や株式会社などの法人等に指定される13桁の番号で、個人番号と異なり、原則として公表され、誰でも自由に利用することができます。また、利用範囲についても制約がなく、インターネットを通じて公表されることから、様々な用途で利用されることとなります。


	


	［Ｑ1-4］なぜ、個人番号を提供しなければならないのですか。その根拠はどこにありますか。

	［Ａ1-4］社会保障や税の決められた書類に個人番号を記載することは、法令で定められた義務になります。なお、番号法第14条第1項において、個人番号関係事務実施者は、本人等から個人番号の提供を求めることができることとされています。

	 ○番号法
　第14条第1項　個人番号利用事務等実施者は、個人番号利用事務等を処理するために必要があるときは、本人又は他の個人番号利用事務等実施者に対し個人番号の提供を求めることができる。 　　


	


	［Ｑ1-5］番号法に規定されている「個人番号利用事務実施者」や「個人番号関係事務実施者」とは具体的に誰を指すのですか。

	［Ａ1-5］番号法において、「個人番号利用事務実施者」とは、「個人番号を使って番号法別表第１で定める事務（個人番号利用事務）を処理する者」をいい、国税分野では、国税庁長官をはじめ、国税局や税務署等において国税の賦課又は徴収の事務に従事する者が「個人番号利用事務実施者」となります。
また、番号法において、「個人番号関係事務実施者」とは、「法令に基づき、個人番号利用事務に関し他人の番号を利用した事務（個人番号関係事務）を行う者」をいい、国税分野では、例えば、従業員等の個人番号を記載した源泉徴収票を提出する法定調書提出義務者などが「個人番号関係事務実施者」となります。
なお、番号法においては、「個人番号利用事務実施者」及び「個人番号関係事務実施者」を合わせて「個人番号利用事務等実施者」としています。


	


	［Ｑ1-6］職員や講演料等の支払先等から個人番号の提供を受けられない場合、どのように対応すればいいですか。

	［Ａ1-6］職員等に対して個人番号の記載は、法律（国税通則法、所得税法等）で定められた義務であることを伝え、提供を求めてください。
　　　　それでもなお、提供を受けられない場合は、提供を求めた経過等を記録、保存するなどし、単なる義務違反でないことを明確にしておいてください。
経過等の記録がなければ、個人番号の提供を受けていないのか、あるいは提供を受けたのに紛失したのかが判別できません。特定個人情報（個人番号をその内容に含む個人情報）保護の観点からも、経過等の記録をお願いします。
なお、税務署では、個人番号・法人番号の記載がない場合でも書類を収受することとしていますが、個人番号・法人番号の記載は法律で定められた義務であることから、今後の法定調書の作成などのために、今回個人番号の提供を受けられなかった方に対して、引き続き個人番号の提供を求めていただきますようお願いします。

	 ○国税庁HP・源泉所得税関係に関するFAQ
　Q1-14　扶養控除等申告書に従業員等のマイナンバー（個人番号）の記載がない場合、扶養控除等申告書の提出がないものとして税額を計算しなければならないですか。

　（答）扶養控除等申告書に従業員等のマイナンバー（個人番号）の記載がない場合であっても、扶養控除等の適用の可否を判断するために必要な事項が記載されていれば、扶養控除等申告書が提出されたものとして税額計算を行って差し支えありません。
 ○厚生労働省HP・雇用保険業務等における社会保障・税番号制度への対応に係るＱ＆Ａ（平成２８年２月８日版）

　Q10 従業員から個人番号の提供を拒否された場合、雇用保険手続についてどのような取扱いとなるのか。

　（答）○　雇用保険手続の届出に当たって個人番号を記載することは、事業主においては法令で定められた義務であることをご理解いただいた上で、従業員から個人番号の提供を求めることとなりますが、仮に提供を拒否された場合には、個人番号欄を空欄の状態で雇用保険手続の届出をしていただくこととなります。
　　　　　※個人番号の記載がないことをもって、ハローワークが雇用保険手続の届出を受理しないということはありません。
　　　　○　その場合であっても、法令上定められた届出期限内（注）での届出をお願いします。

　　　　　注：届出期限

　　　　　　　・雇用保険被保険者資格取得届：雇用した日の属する月の翌月１０日まで

　　　　　　　・雇用保険被保険者資格喪失届：離職日の翌々日から１０日以内



	


	［Ｑ1-7］個人番号に誤りがあった場合、何か問題が起きますか。

	［Ａ1-7］個人番号に誤りがあった場合の罰則規定はありませんが、番号法第16条において、本人から個人番号の提供を受けるときは、本人確認（番号確認・身元確認）が義務付けられていることから、誤りがないよう適切に対応してください。

	 ○番号法
　第16条　個人番号利用事務等実施者は、第14条第1項の規定により本人から個人番号の提供を受けるときは、当該提供をする者から個人番号カード若しくは通知カード及び当該通知カードに記載された事項がその者に係るものであることを証するものとして主務省令で定める書類の提示を受けること又はこれらに代わるべきその者が本人であることを確認するための措置として政令で定める措置をとらなければならない。


	


	［Ｑ1-8］通知カードを紛失し、個人番号が分からないがどうすればいいですか。

	［Ａ1-8］平成28年1月以降、市区町村に申請すると「個人番号カード」の交付を受けることができます。この「個人番号カード」にも個人番号が記載されますので、確認することができます。さらに住民票の写しや住民票記載事項証明書を取得する際、希望すれば、個人番号が記載されたものが交付されるほか、通知カードの再交付を受けることもできますので、住民票のある市区町村にお問い合わせください。

	 ○「個人番号カード」と「通知カード」について
　　「個人番号カード」は、プラスチック製のＩＣチップ付きカードで、表面に氏名、住所、生年月日、性別（基本４情報）と顔写真、裏面にマイナンバーが記載される。本人確認のための身分証明書として利用できるほか、自治体サービス、e-Tax等の電子証明書を利用した電子申請等、様々なサービスにも利用できる。
一方、「通知カード」は、紙製のカードで、券面に氏名、住所、生年月日、性別（基本４情報）及びマイナンバーが記載されるが、顔写真は記載されない。
なお、通知カード単体では本人確認（番号確認・身元確認）できないため、併せて、主務省令で定める書類（運転免許証等）の提示が必要となる。


	


	［Ｑ1-9］個人番号・法人番号は、いつから申告書等に記載する必要があるのですか。

	［Ａ1-9］税務関係書類への個人番号・法人番号の記載は、例えば、「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」については、平成28年分の申告書から、「報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書」については、平成28年1月1日以後に支払の確定する報酬等に係る支払調書から番号の記載が必要になります。なお、平成28年1月前であっても、平成28年1月から始まる法定調書の提出などの個人番号関係事務のために、個人番号の通知を受けている本人から、あらかじめ個人番号を収集することは可能とされています。
社会保障関係書類への記載は、雇用保険については、平成28年１月１日提出分から、個人番号等の記載が必要となります。


	


	［Ｑ1-10］職員等から個人番号を取得する際は、どのような手続きが必要ですか。

	［Ａ1-10］個人番号を取得する際は、職員等に利用目的を明示するとともに、他人への成りすましを防止するために厳格な本人確認（番号確認・身元確認）を行うことのほか、安全管理措置を講ずることが義務付けられています。


	


２　利用目的の明示
	［Ｑ2-1］個人番号を取得する際は、利用目的を明示しなければならないのですか。番号法のどこに規定されていますか。

	［Ａ2-1］番号法に特段の規定がない限り、特定個人情報にも個人情報保護条例が適用されますので、同条例第6条第3項の規定に基づき、個人番号を取得するときは、利用目的を本人に明示しなければなりません。
なお、発生が予想される事務であれば、あらかじめ複数の事務を利用目的として特定して明示することは可能ですが、利用目的を後から追加することはできません。 

	 ○福島県個人情報保護条例
　第6条第3項　前項の場合において、本人から（略）個人情報を収集するときは、（略）、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなければならない。 


	


	［Ｑ2-2］利用目的の明示は、どのような方法で行うことが適切ですか。

	［Ａ2-2］利用目的の明示方法については、個人情報保護委員会が示すＱ＆Ａによれば、「通知等の方法は、書類の提示のほか社内ＬＡＮにおける通知が挙げられ」るとされています。
なお、利用目的について、本人の同意を得る必要はないほか、個人番号の提出先を具体的に示す必要もありません。

	 ○「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン(事業者編)」に関するＱ＆Ａ
　Ｑ1-2 利用目的の特定の事例として「源泉徴収票作成事務」が記載されていますが、「源泉徴収票作成事務」には、給与支払報告書や退職所得の特別徴収票も含まれていると考えてよいですか。

　Ａ1-2 給与支払報告書、退職所得の特別徴収票は、源泉徴収票と共に統一的な書式で作成することとなることから、「源泉徴収票作成事務」に含まれるものと考えられ、例えば「給与支払報告書作成事務」、「退職所得の特別徴収票作成事務」のように、単独でそれらの事務を特定する必要はありません。

　Ｑ1-2-2 扶養控除等申告書に記載されている個人番号を、源泉徴収票作成事務に利用することはできますか。

　Ａ1-2-2 扶養控除等申告書に記載された個人番号を取得するに当たり、源泉徴収票作成事務がその利用目的として含まれていると解されますので、個人番号を源泉徴収票作成事務に利用することは利用目的の範囲内の利用として認められます。
　Ｑ1-6 従業員等から、その扶養親族の個人番号が記載された扶養控除等申告書の提出を受ける際、個人番号の利用目的を従業員等に社内ＬＡＮや就業規則により特定・通知等していれば、扶養親族に対しても、従業員等（個人番号関係事務実施者）から同様の内容が特定・通知等されているものと考えてよいですか
　Ａ1-6 個人情報保護法第15条（利用目的の特定）、同法第18条（取得に際しての利用目的の通知等）は、個人情報取扱事業者が個人情報を取り扱う際に適用があるものです。当該個人情報の取得は当該本人から直接取得する場合に限られず、他人から取得する場合も含まれます。他人から当該本人の個人情報を取得する場合であっても、利用目的の通知等を行わなければなりません。（略）

	


	［Ｑ2-3］源泉徴収票作成のために取得した職員の個人番号を雇用保険の手続で利用するなど、ある個人番号関係事務のために取得した特定個人情報を別の個人番号関係事務に利用することはできますか。

	［Ａ2-3］特定個人情報については、本人の同意の有無にかかわらず、利用目的の達成に必要な範囲を超えて利用することはできません。このため、源泉徴収票作成のために取得した個人番号は源泉徴収票作成に関する事務に必要な限度でのみ利用が可能です。
なお、職員等から個人番号を取得する際に、源泉徴収票作成や雇用保険の手続きなど、個人番号を利用する事務・利用目的を包括的に明示して取得し、利用することは差し支えありません。

	 ○特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）P14
　（利用目的の変更が認められる場合）
　　　雇用契約に基づく給与所得の源泉徴収票作成事務のために提供を受けた個人番号を、雇用契約に基づく健康保険・厚生年金保険届出事務等に利用しようとする場合は、利用目的を変更して、本人への通知等を行うことにより、健康保険・厚生年金保険届出事務等に個人番号を利用することができる。
　　　事業者は、給与所得の源泉徴収票作成事務のほか健康保険・厚生年金保険届出事務等を行う場合、従業員等から個人番号の提供を受けるに当たって、これらの事務の全てを利用目的として特定して、本人への通知等を行うことにより、利用目的の変更をすることなく個人番号を利用することができる。なお、通知等の方法としては、従来から行っている個人情報の取得の際と同様に、社内ＬＡＮにおける通知、利用目的を記載した書類の提示、就業規則への明記等の方法が考えられる。



	


３　本人確認（番号確認・身元確認）
	［Ｑ3-1］個人番号の提供を受ける際の本人確認はどのように行うのですか。

	［Ａ3-1］個人番号の提供を受ける際は、成りすましを防止するため、番号法第16条において厳格な本人確認が義務付けられています。
本人確認には、記載された個人番号が正しい番号であることの確認（番号確認）と申告書等を提出する者が番号の正しい持ち主であることの確認（身元確認）が必要とされています。
具体的には、原則として、①個人番号カード（番号確認と身元確認）、②通知カード（番号確認）（※）と運転免許証（身元確認）、③個人番号が記載された住民票の写し（番号確認）と運転免許証（身元確認）などで本人確認を行うこととされています。
また、対面だけでなく、郵送、電話等により個人番号を取得する場合にも、同様に番号確認と身元確認が必要となります。詳細については、別紙「本人確認の措置（本人）」を参照してください。
※通知カードに記載された氏名、住所等が住民票に記載されている事項と一致している場合のみ番号確認資料として使用可能です。

	


	［Ｑ3-2］源泉徴収票の作成等のために、職員から個人番号の提供を受ける際にも本人確認を行わなければならないのですか。

	［Ａ3-2］事業主が職員から個人番号の提供を受ける場合に、当該職員を対面で確認することにより本人であることが明らかな場合には、身元確認書類の提示は不要とされています。
ただし、この場合、採用時などに番号法などで定めるものと同程度の身元確認を行なっている必要があります。
なお、この場合であっても番号確認は必要となります。

	 ○内閣府HP・よくある質問（FAQ）
　Ｑ4－3－1－2　雇用関係にあることで身元確認を行う場合、雇用時の確認書類が履歴書だけでも問題はないのでしょうか？
　Ａ4－3－1－2　履歴書だけでは採用時の本人確認が十分ではありません。採用時に番号法や税法で定めるものまたは国税庁告示で定めるものと同程度の本人確認書類（運転免許証、写真付き学生証等）による確認を行っている必要があります。
 ○国税庁HP・源泉所得税関係に関するFAQ
　Q2-5　あらかじめ従業員の氏名や住所等を印字した扶養控除等申告書を交付しておき、従業員がその扶養控除等申告書を用いて扶養控除等の申告をした場合には、本人確認のうち身元確認は完了したものとして考えてよいですか。
　（答）氏名や住所等を印字した書類を従業員に交付するまでの間に、事業者が従業員の本人確認を行っているのであれば、お示しの方法をとった場合、本人確認のうち身元確認については完了しているものと考えます。


	


	［Ｑ3-3］毎回、本人確認を行わなければならないのですか。

	［Ａ3-3］個人番号の提供を受ける都度、本人確認を行う必要があります。
ただし、２回目以降の番号確認については、個人番号カードや通知カード等の提示を受けることが困難な場合には、初回の本人確認の際に提供を受けた個人番号の記録と照合することにより確認することも認められています。
また、身元確認については、取引開始時などに番号法などで定めるものと同程度の本人確認を行っており、明らかに本人であると対面で確認することができる場合には、身元確認書類の提示は必要ありません。

	


	［Ｑ3-4］職員の扶養親族の個人番号についても、本人確認を行う必要がありますか。

	［Ａ3-4］扶養親族の本人確認は、各制度の中で扶養親族の個人番号の提供が誰に義務付けられているのかによって異なります。例えば、税の年末調整では、職員が、事業主に対してその扶養親族の個人番号の提供を行うこととされているため、職員は個人番号関係事務実施者として、その扶養親族の本人確認を行う必要があります。この場合、事業主が、扶養親族の本人確認を行う必要はありません。
一方、国民年金の第３号被保険者の届出では、職員の配偶者（第３号被保険者）本人が事業主に対して届出を行う必要がありますので、事業主が当該配偶者の本人確認を行う必要があります。通常は職員が配偶者に代わって事業主に届出をすることが想定されますが、その場合は、職員が配偶者の代理人として個人番号を提供することとなりますので、事業主は代理人から個人番号の提供を受ける場合の本人確認を行う必要があります。なお、配偶者から個人番号の提供を受けて本人確認を行う事務を事業主が職員に委託する方法も考えられます。

	 ○「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン(事業者編)」に関するＱ＆Ａ
　Ｑ6-2-2 扶養控除等申告書に記載される扶養親族の個人番号については、従業員が個人番号関係事務実施者として番号法上の本人確認を行うこととされており、事業者には本人確認義務は課せられていませんが、事業者に番号法上の本人確認義務がない場合であっても、書類に正しい番号が記載されているかを確認するために、事業者が扶養親族の通知カードや個人番号カードのコピーを取得することはできますか。
　Ａ6-2-2 個人番号関係事務においては正しい個人番号が取り扱われることが前提ですので、事業者は、個人番号関係事務を実施する一環として、個人番号カード等のコピーを取得し、個人番号を確認することが可能と解されます。
　　　ただし、取得したコピーを保管する場合には、安全管理措置を適切に講ずる必要があります。
　　　なお、個人番号を取得する際の本人確認書類の取扱いをめぐって、本人と事業者の間でトラブルとなる事例が発生していることに鑑みると、個人番号の確認の際に、本人確認書類のコピーの提出を受けた場合、必要な手続きを行った後に本人確認書類が不要となった段階で、速やかに廃棄しましょう。

 ○所属税法
　（給与所得者の扶養控除等申告書） 
　第194条　国内において給与等の支払を受ける居住者は、その給与等の支払者（略）から毎年最初に給与等の支払を受ける日の前日までに、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該給与等の支払者を経由して、（略）所轄税務署長に提出しなければならない。
 ○国民年金法
　第12条 1～4（略）
　5　第三号被保険者は、厚生労働省令の定めるところにより、その資格の取得及び喪失（略）に関する事項を厚生労働大臣に届け出なければならない。（略）
　6　前項の届出は、厚生労働省令で定める場合を除き、厚生年金保険法第二条の五第一項第一号に規定する第一号厚生年金被保険者（略）である第二号被保険者の被扶養配偶者である第三号被保険者にあつては、その配偶者である第二号被保険者を使用する事業主を経由して行うものとし、（略）同項第三号に規定する第三号厚生年金被保険者（略）である第二号被保険者の被扶養配偶者である第三号被保険者にあつては、その配偶者である第二号被保険者を組合員（略）とする（略）地方公務員共済組合（略）を経由して行うものとする。
　7～9（略）

 ○地方公務員等共済組合法
　第55条　新たに組合員となつた者に被扶養者の要件を備える者がある場合（略）には、その組合員は、（略）、その旨を組合に届け出なければならない。（略）

	


	［Ｑ3-5］代理人から個人番号の提供を受ける場合は、どのように本人確認を行うのですか。

	［Ａ3-5］代理人から個人番号の提供を受ける場合は、①代理権、②代理人の身元、③本人の番号の３つを確認する必要があります。原則として、①代理権の確認は、法定代理人の場合は戸籍謄本など、任意代理人の場合は委任状 ②代理人の身元の確認は、代理人の個人番号カード、運転免許証など ③本人の番号確認は、本人の個人番号カード、通知カード、個人番号の記載された住民票の写しなどで確認を行いますが、これらの方法が困難な場合は、他の方法も認められます。詳細については、別紙「本人確認の措置（代理人）」を参照してください。


	


４　外部講師等
	［Ｑ4-1］（外部講師等から）個人番号の取得を失念してしまったがどう対応すればいいですか。

	［Ａ4-1］社会保障や税の決められた書類に個人番号を記載することは、法令で定められた義務になりますので、相手方に事情を説明し、個人番号を取得してください。
なお、特定個人情報については、厳重な管理が必要とされていることから、郵送で書類のやり取りをする際には、漏えい、紛失等の事故が起こらないよう、必要に応じて書留郵便を利用するなど適切に対応してください（番号法等において、郵送方法に関する規定はないため、普通郵便で送付することも可能です。送付する内容や事務の性質等を踏まえ判断してください。）。

	 ○厚生労働省HP・雇用保険業務等における社会保障・税番号制度への対応に係るＱ＆Ａ（平成２８年２月８日版）

　Q14 個人番号の届出を郵送で行った場合に漏えい事故が発生するリスクがあるが、どのようにすれば良いか。
　（答）○　個人番号については、厳重な管理が必要とされています（略）
　　　　○　なお、郵便での届出を行う場合は、漏えい、紛失等の事故を防止するため、安全な方策を講じる必要があり、電子媒体又は書類等を持ち出す際の安全な方策の例として、追跡可能な移送手段等が挙げられています。

　　　　　　普通郵便による届出も受理いたしますが、郵送で届出を行う場合は、できるだけ、追跡可能な書留郵便等による方法での届出をお願いします。


	


	［Ｑ4-2］（外部講師等から）県の別の所属に対し、個人番号関係書類を既に提出済みのため、そちらへ確認して欲しいと言われたが、どうすればいいですか。

	［Ａ4-2］他自治体からの同趣旨の質問に対し、国から「同一目的の範囲内で、同一機関（任命権者）内で個人番号関係事務における特定個人情報を利用することはかまいません。」との見解が示されていますので、他所属から特定個人情報の提供を受けることも可能です。

	 ○内閣府HP・よくある質問（FAQ）
　Ｑ4－3－9　講師へ講演料の支払が発生し、翌年以降も継続して報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書作成事務の為に利用する場合、本人確認を行う必要はありますか。
　Ａ4－3－9　前年の講演料の支払に伴う報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書作成事務の為に提供を受けたマイナンバーは、翌年以降も継続的に講演料の支払に伴う報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書作成事務のために利用することができる為、改めて本人確認を行う必要はございません。ただし、番号の変更に伴い再度マイナンバーの提供を受ける場合には番号確認と身元確認が必要になります。


	


	［Ｑ4-3］本人へ交付する源泉徴収票や支払調書に個人番号を記載していいですか。

	［Ａ4-3］税法上、本人に対して交付する義務がある源泉徴収票や支払通知書等には、個人番号（給与所得の源泉徴収票及び退職所得の源泉徴収票については、支払者の法人番号を含む。）の記載はしません。
なお、税法上、本人に対して交付する義務がない法定調書についても、支払内容の確認などのために本人に対して写しを交付する場合がありますが、そのような行為は、番号法上の特定個人情報の提供制限を受けることとなるため、本人及び支払者等の個人番号を記載することはできません。
※　当初、従業員に交付する源泉徴収票等には、その従業員の個人番号を記載することとなっていたが、平成27年10月2日に所得税法施行規則等の改正が行われ、給与などの支払を受ける者に交付する源泉徴収票などへの個人番号の記載は行わないこととされた。

	 ○国税庁HP・改正についてのＱ＆Ａ
　 問１　なぜ従業員に交付する源泉徴収票に個人番号を記載しないこととされたのですか。
　 答１　本人交付が義務付けられている源泉徴収票などに個人番号を記載することにより、その交付の際に個人情報の漏えい又は滅失等の防止のための措置を講ずる必要が生じ、従来よりもコストを要することになることや、郵便事故等による情報流出のリスクが高まるといった声に配慮して行われたものです。


	


	［Ｑ4-4］「不動産の使用料等の支払調書」の提出範囲は、同一人に対するその年中の支払金額の合計が所得税法の定める一定の金額を超えるものとなっていますが、その一定の金額を超えない場合は個人番号の提供を求めることはできませんか。

	［Ａ4-4］不動産の賃貸借契約については、通常、契約内容で一か月当たりの賃料が定められる等、契約を締結する時点において、既にその年中に支払う額が明確となっている場合が多いと思われます。したがって、契約を締結する時点で、契約内容によってその年中の賃料の合計が所得税法の定める一定の金額を超えないことが明らかな場合には、支払調書の提出は不要と考えられますので、契約時点で個人番号の提供を求めることはできません。
一方、年の途中に契約を締結したことから、その年は支払調書の提出が不要であっても、翌年は支払調書の提出が必要とされる場合には、翌年の支払調書作成・提出事務のために当該個人番号の提供を求めることができると解されます。

	 ○国税庁HP・法定調書に関するFAQ
　Q3-2　支払金額が税法の定める一定の金額を超え、報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書などを税務署長に提出する必要があると判断できた段階で支払先からマイナンバー（個人番号）を収集しようと考えていますが、それでよいでしょうか。また、収集したが結果として法定調書の提出が不要になった場合、マイナンバー（個人番号）を廃棄する必要があると思いますが、その廃棄作業を行うまでの期間はどの程度許容されますか。
 （答）ご質問のように、法定調書の提出の要否が判断できた段階でマイナンバー（個人番号）を収集することができます。
また、収集した番号が不要となった場合には、毎年度末に廃棄を行う等の通常の事務の廃棄のタイミング等を捉えるなど、マイナンバー（個人番号）及び特定個人情報の保有に係る安全性及び事務の効率性等勘案し、適切に対応してください。


	


	［Ｑ4-5］相手方が個人ではなく、法人の場合はどのように対応すればいいですか。

	［Ａ4-5］法人の場合には、法定調書に法人番号を記載する必要がありますので、相手方から法人番号を取得してください。なお、法人番号については、本人確認の必要はありません。


	


５　安全管理措置
	［Ｑ5-1］個人番号を取り扱うに当たって、注意すべきことはありますか。

	［Ａ5-1］個人番号を取り扱う際は、番号法第12条に基づき個人番号の適切な管理のために必要な安全管理措置を講ずる必要があります。具体的な措置については、個人情報保護委員会から「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（行政機関等・地方公共団体等編）」が示されています。

	 ○番号法
　第12条　個人番号利用事務実施者及び個人番号関係事務実施者（以下「個人番号利用事務等実施者」という。）は、個人番号の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の個人番号の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。


	


	［Ｑ5-2］どのような安全管理措置を講じなければならないですか。

	［Ａ5-2］各所属において講ずべき安全管理措置としては、組織的安全管理措置、人的安全管理措置、物理的安全管理措置などがあります。組織的安全管理措置として、事務取扱担当者及びその役割の明確化や、個人番号の漏えい、滅失又は毀損等事案の発生又は兆候を把握した場合の職員から責任者等への報告連絡体制の整備などを行う必要があります。
人的安全管理措置として、事務取扱担当者に対して、必要かつ適切な監督を行うことや、セキュリティ対策等に関して必要な教育研修などを行う必要があります。
物理的安全管理措置として、特定個人情報を取り扱う機器等の盗難又は紛失を防止するために、書類等を施錠できるキャビネットに保管することや、機器をセキュリティワイヤー等で固定することなどを行う必要があります。
また、安全管理措置については、ガイドラインのほか、個人情報保護条例、関係規程等を踏まえる必要がありますので留意してください。

	 ○ガイドライン（行政機関等・地方公共団体等編）
　＜講ずべき安全管理措置の内容＞
　　Ａ 基本方針の策定 ・・・・・・Ｐ54　  Ｄ 人的安全管理措置 ・・・・・Ｐ57
　　Ｂ 取扱規程等の見直し等 ・・・Ｐ54    Ｅ 物理的安全管理措置 ・・・・Ｐ58
　　Ｃ 組織的安全管理措置 ・・・・Ｐ55    Ｆ 技術的安全管理措置 ・・・・Ｐ60


	


	［Ｑ5-3］ガイドラインでは、書類等を施錠できるキャビネットに保管することや、機器をセキュリティワイヤーで固定することなどを手法として例示していますが、例示されている措置を必ず講じなければならないですか。

	［Ａ5-3］ガイドラインに「手法の例示は、これに限定する趣旨で記載したものではなく、また、個別ケースによって別途考慮すべき要素があり得るので注意を要する。」（Ｐ54）と記載されていますので、ガイドライン等を参考に適切に対応してください。


	


	［Ｑ5-4］個人番号が記載された書類等を受け取る担当者が、その特定個人情報を見ることができないようにする措置は必要ですか。

	［Ａ5-4］個人番号が記載された書類等を受け取る担当者に、個人番号の確認作業を行わせるかは各所属の判断によりますが、個人番号の確認作業をその担当者に行わせる場合は、特定個人情報を見ることができないようにする措置は必要ありません。個人番号の確認作業をその担当者に行わせない場合、特定個人情報を見ることができないようにすることは、安全管理上有効な措置と考えられます。


	


	［Ｑ5-5］番号法上の本人確認の措置を実施する際に提示を受けた本人確認書類（個人番号カード、通知カード、身元確認書類等）をコピーして、それを所属で保管することはできますか。

	［Ａ5-5］番号法上の本人確認の措置を実施するに当たり、個人番号カード等の本人確認書類のコピーを保管する法令上の義務はありませんが、本人確認の記録を残すためにコピーを保管することはできます。
なお、コピーを保管する場合には、安全管理措置を適切に講ずる必要があります。

	


	［Ｑ5-6］公社などに派遣等される場合、職員の特定個人情報を派遣先の団体に提供することに問題はありますか。

	［Ａ5-6］派遣先の団体に特定個人情報を提供すること、派遣元の団体から特定個人情報を取得することは、番号法第19条、第20条に違反するので、派遣先の団体が直接本人から提供を受ける必要があります。
なお、派遣元の団体が現に保有している特定個人情報は、当該団体の個人番号関係事務の処理のために保有しているものであり、これを派遣先の個人番号関係事務に転用することは目的外利用となります。

	 ○番号法
　第19条　何人も、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、特定個人情報の提供をしてはならない。 
一　（略）
二　個人番号関係事務実施者が個人番号関係事務を処理するために必要な限度で特定個人情報を提供するとき（第十一号に規定する場合を除く。）。
三　本人又はその代理人が個人番号利用事務等実施者に対し、当該本人の個人番号を含む特定個人情報を提供するとき。
四　（略）
五　特定個人情報の取扱いの全部若しくは一部の委託又は合併その他の事由による事業の承継に伴い特定個人情報を提供するとき
六～十六　（略）
　第20条　何人も、前条各号のいずれかに該当する場合を除き、特定個人情報（他人の個人番号を含むものに限る。）を収集し、又は保管してはならない。


	


	［Ｑ5-7］異動する職員の扶養控除等申告書の写し等を旧所属で保管する場合にも、安全管理措置を講ずる必要がありますか。

	［Ａ5-7］保管する申告書の写し等に個人番号の記載がある場合には、番号法等に基づく安全管理措置を講ずる必要があります。なお、事務処理に個人番号を必要としない場合に、個人番号部分を復元できない程度にマスキングする等の工夫をすることは、安全管理上有効な措置と考えられます。


	


６　その他
	［Ｑ6-1］職員業務課では、職員の個人番号を収集するため、どのような対応を行っているのですか。

	［Ａ6-1］職員業務課では、源泉徴収票の作成事務等のために、職員及び扶養親族の個人番号を収集する必要があります。
そのため、平成28年１月に平成28年分の扶養控除等申告書を提出（庶務システム対象所属の職員にあっては、申告画面に個人番号を入力）していただくことで、職員及び扶養親族の個人番号を一括して収集しているところです。
具体的な収集方法ですが、庶務システム対象所属にあっては、各職員が扶養控除等申告書に本人の通知カードの写し等の番号確認書類を添付し、それを各所属で取りまとめた後に職員業務課に集約し、職員業務課において本人確認（番号確認）を行っています（特定個人情報は職員業務課で保管する）。


	


	［Ｑ6-2］職員業務課で「経過記録票」や「個人番号申告書」を示しているが、これらの様式は法律等で定められたものですか。必ず使用しなければならないですか。

	［Ａ6-2］「経過記録票」等については、職員業務課が事務処理の効率化等の観点から作成したものですので、必ず使用しなければならないものではありません。各所属の判断で、番号法等に基づき適切に対応してください。　　　


	


	［Ｑ6-3］個人番号を利用できない事務で、個人番号の記載された住民票の写しが提出された場合は、どうすればいいですか。

	［Ａ6-3］個人番号を利用できない事務では、個人番号の記載された住民票の写しを受
け取ることはできませんので、その旨をあらかじめ十分に周知しておく必要がありま
す。なお、個人番号の記載された住民票の写しが提出された場合には、個人番号部分を
マスキングすることにより処理することも考えられます。
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